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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

については記載しておりません。 
２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
３ 従業員数は就業人員数を表示しております。 
４ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 
５ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第49期中 第50期中 第51期中 第49期 第50期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 7,315,056 7,863,408 8,880,601 15,211,605 15,961,971

経常利益 (千円) 1,473,504 1,630,644 1,169,467 3,249,176 3,082,320

中間（当期）純利益 (千円) 928,726 894,198 699,778 1,764,425 1,744,914

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,453,000 2,453,000 2,453,000 2,453,000 2,453,000

発行済株式総数 (株) 17,446,000 17,446,000 17,446,000 17,446,000 17,446,000

純資産額 (千円) 6,600,263 8,123,998 9,497,312 7,434,333 8,885,953

総資産額 (千円) 13,495,438 14,982,105 16,638,353 14,865,005 16,236,422

１株当たり純資産額 (円) 378.63 466.18 545.16 424.88 510.00

１株当たり中間（当期）
純利益

(円) 53.27 51.30 40.17 99.55 100.12

潜在株式調整後1株当た
り中間（当期）純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― 5 5 10 10

自己資本比率 (％) 48.9 54.2 57.1 50.0 54.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 590,641 341,227 1,485,506 1,321,224 1,704,859

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △199,748 △557,985 △377,696 △309,359 △1,393,367

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △359,588 △289,258 △706,139 △657,953 △655,346

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 735,455 552,046 1,115,877 1,058,062 714,208

従業員数 (名) 98 104 108 107 102



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 108



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期におけるわが国経済は、成長を続けるアジア各国や欧州に牽引され、製造業を中心に好調な

業績を維持し、日本経済は緩やかながら成長を続けております。しかし、８月には米国のサブプライム

ローン問題に端を発した世界的な金融不安や原油高等による影響から、世界経済に懸念材料が出てまい

りました。 

普通鋼電炉業界におきましては、アジア各国における高水準の生産から原料である鉄スクラップ価格

や原油高により燃料をはじめ副資材も同様に急騰いたしました。また、民間建築需要は、建築基準法改

正に伴い設計変更等により確認申請に時間を要し、住宅着工に遅れが見られるなど、需要は盛り上りに

欠けております。 

当社といたしましては、このような環境下、形鋼専業メーカーとして山形鋼・溝形鋼の販売に

注力しつつ、製品販売価格の改善を進めるとともに需要に見合った生産を維持し市況の安定に努

めました。 

当中間期の業績は、国内の販売数量は減少したものの、アジアの需要が旺盛だったことから製

品や半製品の輸出数量が伸びたことや製品価格引上げにより、売上高は８，８８０百万円（前年

同期比１２．９％増加）と１，０１７百万円増加いたしました。しかし、経常利益は、原材料の

値上スピードに製品販売価格の引き上げが追いつかず１，１６９百万円（前年同期比２８．３％

減少）、中間純利益につきましても６９９百万円（前年同期比２１．７％減少）と引続き高水準

な利益は確保したものの前年同期比では減少いたしました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前期のような大きな設備

投資もなく前事業年度末に比べ４０１百万円増加し１，１１５百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は１，４８５百万円（前中間会計期間比３３５．３％増）となりまし

た。収入の主な内訳は、税引前中間純利益計上１，１５９百万円、仕入債務の増加額３７５百万円、

支出の主な内訳は、法人税等の支払額４１２百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は３７７百万円（前中間会計期間比３２．３％減）となりました。こ

れは、主に有形固定資産の取得による支出２２０百万円、余剰資金の運用による貸付金の増加１８９

百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は７０６百万円（前中間会計期間比１４４．１％増）となりました。

これは、主に有利子負債の圧縮６１８百万円によるものであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績は次のとおりであります。 

  

 
(注) ビレットの生産数量には鋼材の材料として自社使用したものを含んでおります。 

  

(2) 受注状況 

当社は受注生産は行わず、見込生産を行っておりますので受注実績はありません。 

  

(3) 販売実績 

  

 
(注) １ 括弧内の数字(内容)は輸出販売額及び輸出割合であります。 

２ 輸出先及び輸出販売高に対する割合は次の通りであります。 

 
３ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次の通りであります。 

 
４ その他は製造工程で発生したスクラップ等であります。 

５ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間会計期間において、重要な研究開発活動はありません。 

品目 数量(トン) 前年同期比(％)

鋼材 94,890 98.0

ビレット 127,352 99.0

品目 数量(トン) 前年同期比(％) 金額(千円) 前年同期比(％)

鋼材
(5,743)  (5.7)

99,260
97.4

(358,982)   (5.2)
6,822,219

106.3

ビレット
(35,942) (100.0)

35,942
109.2

(2,056,784)  (100.0)
2,056,784

142.5

その他
(－) (－)

－
－

(－) (－)
1,596

47.4

計
(41,686)  (30.8)

135,202
100.3

(2,415,767)  (27.2)
8,880,601

112.9

輸出先 前中間会計期間(％) 当中間会計期間(％)

東アジア 100.0 100.0

合計 100.0 100.0

相手先
前中間会計期間 当中間会計期間

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

日鐵商事株式会社 2,203,070 28.0 2,620,715 29.5

三井物産株式会社 2,309,728 29.4 2,508,945 28.3

阪和興業株式会社 811,180 10.3 759,366 8.6



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備計画の完了 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備計画の完了はありません。  

（２）重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

 
 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（３）重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却計画はありません。 

  

事業所名 
（所在地）

事業部門 設備の内容

投資予定額(千円)

資金調達方法
着手
年月

完了予定 
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

小山工場 
（栃木県小山市）

製造部 製鋼設備 1,715,000 ― 自己資金
平成19年

9月
平成20年 

8月
設備の更新



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 55,400,000

計 55,400,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,446,000 同左
ジャスダック
証券取引所

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 17,446,000 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年９月30日 ― 17,446,000 ― 2,453,000 ― 981,690



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
（注） イチゴ・アセット・マネジメント・インターナショナル・ピーティーイー・リミテッドから平成１９年９月 

 １３日付で提出された大量保有報告書により、平成１９年９月６日現在で以下の株式を所有している旨の報 

 告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができませんので、上 

 記大株主の状況には含めておりません。 

  なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

  

 
  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

三井物産株式会社 
（常任代理人資産管理サービス
信託銀行株式会社）

東京都千代田区大手町一丁目２番１号
（東京都中央区晴海一丁目８番１２号）

5,092 29.18

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・ピーエルシー 
（常任代理人モルガン・スタン
レー証券株式会社）

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON E14
4QA ENGLAND 
（東京都渋谷区恵比寿四丁目２０番３号）

2,630 15.07

イチゴジャパンファンドエー 
（常任代理人いちごアセットマ
ネジメント株式会社）

SECOND FLOOR,COMPASS CENTER,P.O.BOX448,
SHEDDEN ROAD,GEORGE TOWN,GRAND CAYMAN 
KY1-1106,CAYMAN ISLANDS 
（東京都千代田区九段南二丁目１番３０号）

1,733 
 

9.93

朝日工業株式会社 東京都豊島区東池袋三丁目１番１号 870 4.98

ユービーエスエージーロンドン
アカウントアイピービーセグリ
ゲイテッドクライアントアカウ
ント 
（常任代理人シティバンク銀行
株式会社）

AESCHENVORSTADT 48 CH-4002 BASEL
SWITZERLAND 
（東京都品川区東品川二丁目３番１４号）

717 4.10

モルガン・スタンレーアンドカ
ンパニーインク 
（常任代理人モルガン・スタン
レー証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 10036,
U.S.A. 
（東京都渋谷区恵比寿四丁目２０番３号）

667 3.82

日鐵商事株式会社 東京都千代田区大手町二丁目２番１号 550 3.15

清水真一郎 東京都世田谷区 500 2.86

清水正紀 東京都杉並区 500 2.86

小林幹生 神奈川県横浜市青葉区 300 1.71

小林達生 東京都中野区 300 1.71

計 ― 13,859 79.43

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

イチゴ・アセット・マネジメン
ト・インターナショナル・ピー
ティーイー・リミテッド 
（常任代理人いちごアセットマ
ネジメント株式会社）

1 NORTH BRIDGE ROAD,#06-08 HIGH STREET
CENTRE SINGAPORE 179094 
（東京都千代田区九段南二丁目１番３０号）

4,311 24.71



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
  

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 
25,000 

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

17,369,000 
 

17,369 ―

単元未満株式
普通株式
52,000

― ―

発行済株式総数 17,446,000 ― ―

総株主の議決権 ― 17,369 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
東京鋼鐵株式会社

東京都千代田区神田司町
二丁目２番地

25,000 ― 25,000 0.14

計 ― 25,000 ― 25,000 0.14

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 607 650 612 613 600 602

最低(円) 532 568 585 591 510 553



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和５２年大蔵

省令第３８号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）は、改正前の中間財務諸

表等規則に基づき、当中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）は、改正後の

中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、前中間会計期間(自 平成１８年４月１日 至

平成１８年９月３０日)の中間財務諸表について、みすず監査法人及び公認会計士佐藤幹雄（佐藤公認会

計士事務所）による共同監査を受けており、また、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づ

き、当中間会計期間(自 平成１９年４月１日 至 平成１９年９月３０日)の中間財務諸表について、新

日本監査法人による中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は以下のとおり交代しております。 

  前中間会計期間 みすず監査法人及び公認会計士佐藤幹雄（佐藤公認会計士事務所） 

  当中間会計期間 新日本監査法人 

  

３ 中間連結財務諸表について 

「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成１１年大蔵省令第２４号)第５条第

２項により、当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する

合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 
※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

① 資産基準 0.46％

② 売上高基準 0.31％

③ 利益基準 2.39％

④ 利益剰余金基準 0.87％



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 577,046 1,150,877
 

749,208

 ２ 受取手形 ※４ 1,313,705 1,225,925 1,221,508

 ３ 売掛金
 

※４ 
 

1,986,282 2,570,461 2,695,708

 ４ たな卸資産 1,436,838 2,093,661 1,924,144

 ５ 繰延税金資産 80,852 78,735 75,342

 ６ その他 ※５ 11,449 217,586 49,875

  流動資産合計 5,406,175 36.1 7,337,247 44.1 6,715,787 41.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産
※１ 
 ２

  (1) 建物 1,128,005 1,083,345 1,098,700

  (2) 機械及び装置 3,217,724 2,903,170 3,074,720

  (3) 土地 4,571,550 4,560,340 4,560,340

  (4) その他 429,965 529,912 512,451

   有形固定資産合計 9,347,245 62.4 9,076,768 54.5 9,246,212 57.0

 ２ 無形固定資産 31,767 0.2 27,189 0.2 29,711 0.2

 ３ 投資その他の資産 196,916 1.3 197,147 1.2 244,711 1.5

  固定資産合計 9,575,930 63.9 9,301,105 55.9 9,520,635 58.7

  資産合計 14,982,105 100.0 16,638,353 100.0 16,236,422 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 59,459 4,889 42,049

 ２ 買掛金 1,415,709 3,354,777 2,919,612

 ３ 短期借入金  1,095,052 444,972 1,005,452

 ４ 未払金 1,326,782 728,229 745,231

 ５ 未払法人税等 562,833 478,826 422,067

 ６ 賞与引当金 99,843 96,838 96,473

 ７ 役員賞与引当金 14,500 14,000 28,000

 ８ その他 ※５ 50,988 90,020 77,775

  流動負債合計 4,625,169 30.9 5,212,553 31.3 5,336,661 32.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 475,624 230,172 287,898

 ２ 退職給付引当金 52,838 － －

 ３ 役員退職慰労引当金 59,371 43,549 65,503

 ４ 環境対策引当金 153,353 153,353 153,353

 ５ 再評価に係る 
   繰延税金負債

1,491,750 1,491,386 1,491,386

 ６ 繰延税金負債 － 10,026 15,666

  固定負債合計 2,232,938 14.9 1,928,487 11.6 2,013,807 12.4

  負債合計 6,858,107 45.8 7,141,040 42.9 7,350,469 45.3



  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,453,000 16.4 2,453,000 14.7 2,453,000 15.1

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 981,690 981,690 981,690

   資本剰余金合計 981,690 6.5 981,690 5.9 981,690 6.1

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 21,000 21,000 21,000

  (2) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 2,437,160 3,813,952 3,201,289

   利益剰余金合計 2,458,160 16.4 3,834,952 23.0 3,222,289 19.8

 ４ 自己株式 △6,477 △0.0 △9,410 △0.0 △8,106 △0.1

   株主資本合計 5,886,372 39.3 7,260,232 43.6 6,648,873 40.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ 土地再評価差額金 2,237,626 2,237,080 2,237,080

   評価・換算差額等 
   合計

2,237,626 14.9 2,237,080 13.5 2,237,080 13.8

   純資産合計 8,123,998 54.2 9,497,312 57.1 8,885,953 54.7

   負債純資産合計 14,982,105 100.0 16,638,353 100.0 16,236,422 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 

  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 7,863,408 100.0 8,880,601 100.0 15,961,971 100.0

Ⅱ 売上原価 5,667,917 72.1 7,090,219 79.8 11,730,359 73.5

   売上総利益 2,195,491 27.9 1,790,381 20.2 4,231,612 26.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 564,713 7.2 620,793 7.0 1,165,158 7.3

   営業利益 1,630,778 20.7 1,169,588 13.2 3,066,453 19.2

Ⅳ 営業外収益 ※１ 22,095 0.3 16,222 0.2 64,183 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２ 22,229 0.3 16,342 0.2 48,317 0.3

   経常利益 1,630,644 20.7 1,169,467 13.2 3,082,320 19.3

Ⅵ 特別利益 ※３ － 2,200 0.0 －

Ⅶ 特別損失
※４ 
 ６

131,944 1.6 12,301 0.1 165,635 1.0

   税引前中間(当期) 
   純利益

1,498,700 19.1 1,159,366 13.1 2,916,684 18.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

551,668 468,620 1,098,125

   法人税等調整額 52,833 604,501 7.7 △9,032 459,587 5.2 73,645 1,171,770 7.3

   中間(当期)純利益 894,198 11.4 699,778 7.9 1,744,914 10.9



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
(注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,453,000 981,690 981,690

中間会計期間中の変動額

 利益準備金積立（注） －

 剰余金の配当（注） －

 役員賞与（注） －

 中間純利益 －

 土地再評価差額金取崩額 －

 自己株式の取得 －

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額）

－

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

－ － －

平成18年９月30日残高(千円) 2,453,000 981,690 981,690

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) － 1,766,369 1,766,369 △5,234 5,195,825

中間会計期間中の変動額

 利益準備金積立（注） 21,000 △21,000 － －

 剰余金の配当（注） △174,290 △174,290 △174,290

 役員賞与（注） △29,000 △29,000 △29,000

 中間純利益 894,198 894,198 894,198

 土地再評価差額金取崩額 882 882 882

 自己株式の取得 － △1,243 △1,243

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額）

－ －

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

21,000 670,790 691,790 △1,243 690,547

平成18年９月30日残高(千円) 21,000 2,437,160 2,458,160 △6,477 5,886,372

評価・換算差額等
純資産合計土地再評価 

差額金
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,238,508 2,238,508 7,434,333

中間会計期間中の変動額

 利益準備金積立（注） － －

 剰余金の配当（注） － △174,290

 役員賞与（注） － △29,000

 中間純利益 － 894,198

 土地再評価差額金取崩額 － 882

 自己株式の取得 － △1,243

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△882 △882 △882

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△882 △882 689,665

平成18年９月30日残高(千円) 2,237,626 2,237,626 8,123,998



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 2,453,000 981,690 981,690

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 －

 中間純利益 －

 自己株式の取得 －

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額）

－

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

－ － －

平成19年９月30日残高(千円) 2,453,000 981,690 981,690

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 21,000 3,201,289 3,222,289 △8,106 6,648,873

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △87,116 △87,116 △87,116

 中間純利益 699,778 699,778 699,778

 自己株式の取得 － △1,303 △1,303

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額）

－ －

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

－ 612,662 612,662 △1,303 611,359

平成19年９月30日残高(千円) 21,000 3,813,952 3,834,952 △9,410 7,260,232

評価・換算差額等
純資産合計土地再評価 

差額金
評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 2,237,080 2,237,080 8,885,953

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 － △87,116

 中間純利益 － 699,778

 自己株式の取得 － △1,303

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

－ －

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

－ － 611,359

平成19年９月30日残高(千円) 2,237,080 2,237,080 9,497,312



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
（注１）剰余金の配当のうち、平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目は、174,290千円であります。 

（注２）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,453,000 981,690 981,690

事業年度中の変動額

 利益準備金積立 －

 剰余金の配当（注１） －

 役員賞与（注２） －

 当期純利益 －

 自己株式の取得 －

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額（純額）
－

事業年度中の変動額合計(千円) － － －

平成19年３月31日残高(千円) 2,453,000 981,690 981,690

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) － 1,766,369 1,766,369 △5,234 5,195,825

事業年度中の変動額

 利益準備金積立 21,000 △21,000 － －

 剰余金の配当（注１） △261,422 △261,422 △261,422

 役員賞与（注２） △29,000 △29,000 △29,000

 当期純利益 1,744,914 1,744,914 1,744,914

 自己株式の取得 － △2,872 △2,872

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額（純額）
1,428 1,428 1,428

事業年度中の変動額合計(千円) 21,000 1,434,920 1,455,920 △2,872 1,453,048

平成19年３月31日残高(千円) 21,000 3,201,289 3,222,289 △8,106 6,648,873

評価・換算差額等

純資産合計土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,238,508 2,238,508 7,434,333

事業年度中の変動額

 利益準備金積立 － －

 剰余金の配当（注１） － △261,422

 役員賞与（注２） － △29,000

 当期純利益 － 1,744,914

 自己株式の取得 － △2,872

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
△1,428 △1,428 －

事業年度中の変動額合計(千円) △1,428 △1,428 1,451,620

平成19年３月31日残高(千円) 2,237,080 2,237,080 8,885,953



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間 
 

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
 

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益 1,498,700 1,159,366 2,916,684

 ２ 減価償却費 288,816 343,468 602,984

 ３ 減損損失 20,461 － 28,971

 ４ 賞与引当金の増加額 
          （△減少額）

△1,877 364 △5,248

 ５ 役員賞与引当金の増加額 
          （△減少額）

14,500 △14,000 28,000

 ６ 退職給付引当金の増加額 
          （△減少額）

14,106 － △38,733

 ７ 前払年金費用の減少額 
          （△増加額）

－ 14,100 △39,166

 ８ 役員退職慰労引当金の増加額 
          （△減少額）

6,128 △21,954 12,260

 ９ 受取利息及び受取配当金 △270 △451 △326

 10 支払利息 9,487 4,750 17,997

 11 固定資産売却益 － △2,200 －

 12 固定資産廃却損 111,482 12,301 136,663

 13 売上債権の減少額（△増加額） △55,518 120,829 △672,746

 14 たな卸資産の増加額 △172,914 △169,516 △660,222

 15 その他資産の減少額 
            (△増加額)

△14,899 24,639 △39,615

 16 仕入債務の増加額 35,173 375,971 1,531,148

 17 未払消費税等の増加額 
           （△減少額）  

△59,836 54,490 △62,421

 18 その他負債の増加額 9,179 605 7,050

    小計 1,702,718 1,902,764 3,763,281

 19 利息及び配当金の受取額 264 451 320

 20 利息の支払額 △9,062 △4,519 △17,993

 21 固定資産解体費用 △4,195 △273 △7,028

 22 法人税等の支払額 △1,348,498 △412,916 △2,033,721

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

341,227 1,485,506 1,704,859



 
  

前中間会計期間 
 

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
 

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入れによる支出 △30,000 △30,000 △70,000

 ２ 定期預金の払戻しによる収入 30,000 30,000 60,000

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △559,688 △220,123 △1,362,820

 ４ 有形固定資産の売却による収入 9,000 2,200 －

 ５ 無形固定資産の取得による支出 － △3,250 △4,550

 ６ 貸付による支出 △100,000 △480,000 △100,000

 ７ 貸付金の回収による収入 101,403 290,013 101,403

 ８ その他投資の取得による支出 △8,700 △8,569 △17,400

 ９ その他投資の回収による収入 － 42,032 －

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△557,985 △377,696 △1,393,367

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入れによる収入 3,670,517 2,239,160 9,241,667

 ２ 短期借入金の返済による支出 △3,560,517 △2,789,640 △8,951,667

 ３ 長期借入金の返済による支出 △223,726 △67,726 △681,052

 ４ 自己株式の取得による支出 △1,242 △1,303 △2,872

 ５ 配当金の支払額 △174,290 △86,630 △261,422

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△289,258 △706,139 △655,346

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 
          （△減少額）

△506,016 401,669 △343,854

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,058,062 714,208 1,058,062

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

552,046 1,115,877 714,208



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産

移動平均法による原

価法によっておりま

す。

(1) たな卸資産

同左

(1) たな卸資産

同左

(2) 有価証券

子会社株式

移動平均法によ

る原価法によっ

ております。

その他有価証券

(2) 有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

(2) 有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法によ

る原価法によっ

ております。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用してお

ります。なお、耐用年

数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。

(1) 有形固定資産

①平成19年3月31日以

前に取得したものにつ

いては旧定額法を採用

しております。 

②平成19年4月1日以降

に取得したものについ

ては定額法を採用して

おります。なお、主な

耐用年数は次のとおり

であります。 

建    物8～36年 

機械及び装置7～14年 

(会計方針の変更) 

 当中間会計期間よ

り、法人税法の改正

（（所得税法等の一部

を改正する法律 平成

19年3月30日法律第６

号）及び（法人税法施

行令の一部を改正する

政令 平成19年3月30

日 政令第83号））に

伴い、平成19年4月1日

以降に取得したものに

ついては、改正後の法

人税法に基づく減価償

却の方法に変更してお

ります。 

 なお、この変更に伴

う営業利益、経常利

益、税引前中間純利

益、及び中間純利益に

与える影響は軽微であ

ります。 

(追加情報) 

 当中間会計期間よ

り、法人税法の改正に

伴い、平成19年3月31

日以前に取得したもの

については、償却可能

限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で

均等償却する方法によ

っております。 

 これにより、営業利

益、経常利益、及び税

引前中間純利益がそれ

(1) 有形固定資産

定額法を採用してお

ります。なお、耐用年

数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。



ぞれ34,512千円減少

し、中 間 純 利 益 は

20,543千円減少してお

ります。

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウ

エアについては、社内

における利用可能期間

(5年)に基づく定額法

によっております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 賞与引当金

従業員に対する賞与

の支払に充てるため賞

与支給見込額のうち当

中間会計期間負担額を

計上しております。

(1) 賞与引当金
同左

(1)賞与引当金

従業員に対する賞与

に充てるため翌期支給

見込額のうち当事業年

度負担額を計上してお

ります。

(2) 役員賞与引当金

役員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、当事業年度にお

ける支給見込額に基づ

き、当中間会計期間に

見合う金額を計上して

おります。 

（会計処理の変更） 

 当中間会計期間より

「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11

月29日 企業会計基準

第4号）を適用してお

ります。これにより営

業利益、経常利益及び

税引前中間純利益は

14,500千円減少してお

ります。 

(2) 役員賞与引当金

役員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、当事業年度にお

ける支給見込額に基づ

き、当中間会計期間に

見合う金額を計上して

おります。 

 

(2) 役員賞与引当金

役員に対する賞与に

充てるため翌期支給見

込額のうち当期負担額

を計上しております。 

（会計処理の変更） 

 当期より「役員賞与

に関する会計基準」

（企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企

業会計基準第4号）を

適用しております。こ

れにより営業利益、経

常利益及び税引前当期

純利益は28,000千円減

少しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上しておりま

す。なお、会計基準変

更時差異 (422,700千

円)については15年に

よる按分額を費用処理

しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業

年度末において発生し

ていると認められる額

を計上しております。

なお、会計基準変更時

差異(422,700千円)に

ついては15年による按

分額を費用処理してお

ります。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内

規に基づく当中間会計

期間負担額を計上して

おります。

(4) 役員退職慰労引当金
同左

(4) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内

規に基づく期末要支給

額を計上しておりま

す。

(5) 環境対策引当金
「ポリ塩化ビフェニ

ル廃棄物の適正な処理

の推進に関する特別措

置法」により、今後発

生が見込まれるＰＣＢ

廃棄物の処理費用に充

てるため、その所要見

込額を計上しておりま

す。

(5) 環境対策引当金
          同左

(5) 環境対策引当金 
          同左

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書（キ

ャッシュ・フロー

計算書）における

資金の範囲

中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び取得

日から３か月以内に満期日

の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっており

ます。

同左 キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、要求払預金及び取得日

から３か月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっており

ます。

６ その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の処理方法

税抜方式を採用しており

ます。

消費税等の処理方法

同左

消費税等の処理方法

同左



会計処理の変更 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準
等 
自己株式及び準備金の額
の減少等に関する会計基
準等の一部改正

 当中間会計期間から「貸
借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準」（企
業会計基準委員会 平成17
年12月9日 企業会計基準
第5号）及び「貸借対照表
の純資産の部の表示に関す
る会計基準等の適用指針」
（企業会計基準委員会 平
成17年12月9日 企業会計
基準適用指針第8号）並び
に改正後の「自己株式及び
準備金の額の減少等に関す
る会計基準」（企業会計基
準委員会 最終改正平成18
年8月11日 企業会計基準
第1号）及び「自己株式及
び準備金の額の減少等に関
する会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 最
終改正平成18年8月11日企
業会計基準適用指針第2号)
を適用しております。  
これによる損益に与える影
響はありません。なお、従
来の「資本の部」の合計に
相当する金額は8,123,998
千円であります。  
 中間財務諸表等規則の改
正により、当中間会計期間
における中間財務諸表は、
改正後の中間財務諸表等規
則により作成しておりま
す。 

― 当期から「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する
会計基準」（企業会計基準
委員会 平成17年12月9日
企業会計基準第5号）及び
「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等
の適用指針」（企業会計基
準委員会 平成17年12月9
日 企業会計基準適用指針
第8号）並びに改正後の
「自己株式及び準備金の額
の減少等に関する会計基
準」（企業会計基準委員会
最終改正平成18年8月11日
企業会計基準第1号）及び
「自己株式及び準備金の額
の減少等に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基
準委員会 最終改正平成18
年8月11日企業会計基準適
用指針第2号）を適用して
おります。  
これによる損益に与える影
響はありません。なお、従
来の「資本の部」の合計に
相当する金額は8,885,953
千円であります。  
 財務諸表等規則の改正に
より、当事業年度における
財務諸表は、改正後の財務
諸表等規則により作成して
おります。  



注記事項 
(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額
12,330,402千円 12,662,102千円 12,365,585千円

※２ 担保に供してい

る資産

土地 4,527,250千円

(うち工場財団

4,371,250  )

4,516,840千円

(うち工場財団

4,370,840  )

4,516,840千円

(うち工場財団

4,370,840  )

建物 1,125,809

(同上 1,125,809  )

1,081,604

(同上 1,081,604  )

1,038,969

(同上 1,038,969  )

機械及び装置 3,217,724

(同上 3,217,724  )

2,903,170

(同上 2,903,170  )

3,069,925

(同上 3,069,925  )

有形固定資産そ

の他

(構築物、工具

器具及び備品)

96,924

(同上 96,924  )

94,986

(同上 94,986  )

96,982

(同上 96,982  )

 
計

 
 

8,967,708 

(同上 8,811,708  )
 

8,596,601

(同上   8,450,601   )
 

 
8,722,718

（同上   8,576,718  ) 
     

上記資産のうち

工場財団に対応

する債務

短期借入金 690,000 319,520 870,000

一年以内返済予

定の長期借入金

 

165,052

 

 125,452

 

135,452

長期借入金 355,624 230,172 287,898

買掛金 537,902 2,401,919 2,002,502

未払金 15,702 15,745 22,125

未払費用 401 87 －

計 1,764,683 3,092,897 3,317,978



 

項目
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

３ 偶発債務

銀行借入に対す

る保証債務

従業員（住宅資

金）
3,984千円 2,527千円 3,173千円

リース契約に対

する保証債務

㈱コーテツ起業

(設備資金)
2,670 ― ―

※４ 中間期末日（期

末日）満期手形

等

 中間会計期間末日満期手

形等の会計処理について

は、満期日に決済が行われ

たものとして処理していま

す。なお、当中間会計期間

末日が金融機関の休日であ

ったため、次の中間会計期

間末日満期手形及び売掛金

が、中間会計期間末残高か

ら除かれております。 

 受取手形 435,447千円 

 売掛金    22,462

 中間会計期間末日満期手

形等の会計処理について

は、満期日に決済が行われ

たものとして処理していま

す。なお、当中間会計期間

末日が金融機関の休日であ

ったため、次の中間会計期

間末日満期手形及び売掛金

は、中間会計期間残高から

除かれております。 

 受取手形 449,530千円 

 売掛金   115,642     

 期末満期手形等の会計処

理については、満期日に決

済が行われたものとして処

理しています。なお、当期

末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期

手形及び売掛金は、当期末

残高から除かれておりま

す。 

 

 受取手形 393,542千円 

 売掛金  131,363  

※５ 消費税等の取扱

い

 仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、金

額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

 

 仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、金

額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含

めて表示しております。ま

た、前期の還付消費税分を

流動資産「その他」に含め

て表示しております。

―

 



(中間損益計算書関係) 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 270千円 451千円 326千円

仕入割引 12,193 12,532 24,320

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 9,487千円 4,750千円 17,997千円

売上割引 3,958 3,646 7,295

※３ 特別利益の主要項目

固定資産売却益

 車両及び運搬具 ―千円 2,200千円 ―千円

※４ 特別損失の主要項目

固定資産廃却損

 建物 1,060千円 10,280千円 1,060千円

 構築物 ― 349 145

 機械及び装置 110,172 338 133,284

 車両及び運搬具 ― 135 1,730

 工具器具及び備品 250 163 442

 無形固定資産 ― 1,034 ―

計 111,482 12,301 136,663

減損損失 20,461 ― 28,971

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 283,388千円 338,730千円 593,451千円

無形固定資産 5,428 4,737 10,864



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※６ 減損損失 （１）当社は電炉事業に使

用している固定資産につい

ては、すべての資産が一体

となってキャッシュ・フロ

ーを生成していることか

ら、全体を１つの資産グル

ープとして、遊休資産につ

いては、個別物件単位でグ

ルーピングしております。

当中間会計期間において当

社は下記の遊休資産につい

て減損損失を計上しており

ます。  

 用途 資材置場跡地他  

 場所 栃木県小山市他  

 種類 土地  

（２）遊休資産たる土地に

ついて地価の下落により帳

簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損

損失（20,461千円）として

特別損失に計上しました。 

なお、当該遊休資産の回収

可能価額は、正味売却価額

により測定しており、正味

売却価額は第三者による鑑

定評価を基礎として算定し

ております。  

 

      ― （１）当社は電炉事業に使

用している固定資産につい

ては、すべての資産が一体

となってキャッシュ・フロ

ーを生成していることか

ら、全体を１つの資産グル

ープとして、遊休資産につ

いては、個別物件単位でグ

ルーピングしております。

当事業年度において当社は

下記の遊休資産について減

損損失を計上しておりま

す。 

 用途 資材置場跡地他  

 場所 栃木県小山市他  

 種類 土地 

（２）遊休資産たる土地に

ついて地価の下落により帳

簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損

損失（28,971千円）として

特別損失に計上しました。 

なお、当該遊休資産の回収

可能価額は、正味売却価額

により測定しており、正味

売却価額は第三者による鑑

定評価を基礎として算定し

ております。  

 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次の通りであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加 2,600株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。  

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 17,446,000 ― ― 17,446,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 17,000 2,600 ― 19,600

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 174,290 10 平成18年3月31日 平成18年6月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月10日
取締役会

普通株式 利益剰余金 87,132 5 平成18年9月30日 平成18年12月11日



 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次の通りであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加 2,200株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。  

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 17,446,000 ― ― 17,446,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 22,800 2,200 ― 25,000

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 87,116 5 平成19年3月31日 平成19年6月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月9日
取締役会

普通株式 利益剰余金 87,105 5 平成19年9月30日 平成19年12月11日



 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 
  
１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次の通りであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加 5,800株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 17,446,000 ― ― 17,446,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 17,000 5,800 ― 22,800

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 174,290 10 平成18年3月31日 平成18年6月30日

平成18年11月10日 
取締役会

普通株式 87,132 5 平成18年9月30日 平成18年12月11日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 87,116 5 平成19年3月31日 平成19年6月29日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

(リース取引関係) 
  

   
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係

（平成18年９月30日）

現金及び預金勘定 577,046千円

預入期間が３か月を 
超える定期預金

△25,000

現金及び現金同等物 552,046
  

現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係

（平成19年９月30日）

現金及び預金勘定 1,150,877千円

預入期間が３か月を
超える定期預金

△35,000

現金及び現金同等物 1,115,877
 

現金及び現金同等物の期末残高と貸
借対照表に掲記されている科目の金
額との関係

（平成19年３月31日）

現金及び預金勘定 749,208千円

預入期間が３か月を 
超える定期預金

△35,000

現金及び現金同等物 714,208

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

車両及び 
運搬具

7,728 4,652 3,075

工具器具 
及び備品

4,351 777 3,574

ソフトウェア 16,680 6,950 9,730

合計 28,759 12,379 16,379
 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高

相当額
(千円)

車両及び 
運搬具

20,232 9,937 10,295

工具器具 
及び備品

4,351 1,398 2,952

ソフトウェア 16,680 10,286 6,394

合計 41,263 21,621 19,641  

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び期末残高相
当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

車両及び 
運搬具

20,232 6,215 14,016

工具器具 
及び備品

4,351 1,087 3,263

ソフトウエア 16,680 8,618 8,062

合計 41,263 15,921 25,341

なお、取得価額相当額は、未経過
リース料中間期末残高が有形固定資
産の中間期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法により算
定しております。

同左 なお、取得価額相当額は、未経過
リース料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定して
おります。

 

② 未経過リース料中間期末残高相
当額等

  未経過リース料中間期末残高相
当額
１年以内 5,148千円
１年超 11,231
 合計 16,379

なお、未経過リース料中間期末残
高相当額は、未経過リース料中間期
末残高の有形固定資産の中間期末残
高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しておりま
す。

 

② 未経過リース料中間期末残高相
当額等

  未経過リース料中間期末残高相
当額
１年以内 11,400千円
１年超 8,241
 合計 19,641

同左  

② 未経過リース料期末残高相当額
等 
未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11,400千円
１年超 13,941
合計 25,341

なお、未経過リース料期末残高相
当額は、未経過リース料期末残高の
有形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法に
より算定しております。

③ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失

支払リース料 2,574千円

減価償却費
相当額

2,574

③ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失

支払リース料 5,700千円

減価償却費
相当額

5,700

③ 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失

支払リース料 6,711千円

減価償却費
相当額

6,711

④ 減価償却費相当額の算定方法
   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ
っております。

（減損損失について）
 リース資産に配分された減損損失

はありません。

④ 減価償却費相当額の算定方法
     同左
 
 
（減損損失について） 
     同左 
 

④ 減価償却費相当額の算定方法
    同左

 
 
（減損損失について） 
     同左 
 



(有価証券関係) 
(前中間会計期間末) (平成18年９月30日) 

  

1 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

(当中間会計期間末) (平成19年９月30日) 

  

1 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

(前事業年度末) （平成19年３月31日） 

  

１ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

(前中間会計期間) (自 平成18年4月1日 至 平成18年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を利用していないので、該当事項はありません。 

(当中間会計期間) (自 平成19年4月1日 至 平成19年９月30日) 

当社は、デリバティブ取引を利用していないので、該当事項はありません。 

(前事業年度) (自 平成18年4月1日 至 平成19年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を利用していないので、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

(前中間会計期間) (自 平成18年4月1日 至 平成18年９月30日) 

当社は、ストック・オプションを採用していないので、該当事項はありません。 

(当中間会計期間) (自 平成19年4月1日 至 平成19年９月30日) 

当社は、ストック・オプションを採用していないので、該当事項はありません。 

(前事業年度) (自 平成18年4月1日 至 平成19年３月31日) 

当社は、ストック・オプションを採用していないので、該当事項はありません。 

  

内 容
中間貸借対照表計上額 

(千円)

その他有価証券 

 非上場株式

 

8,265

内 容
中間貸借対照表計上額 

(千円)

その他有価証券 

 非上場株式

 

8,265

内 容
貸借対照表計上額 

(千円)

その他有価証券 

 非上場株式

 

8,265



(持分法損益等) 

(前中間会計期間) (自 平成18年4月1日 至 平成18年９月30日) 

当社は、関連会社が存在しないので、該当事項はありません。 

(当中間会計期間) (自 平成19年4月1日 至 平成19年９月30日) 

当社は、関連会社が存在しないので、該当事項はありません。 

(前事業年度) (自 平成18年4月1日 至 平成19年３月31日) 

当社は、関連会社が存在しないので、該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

(前中間会計期間) (自 平成18年4月1日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。     

(当中間会計期間) (自 平成19年4月1日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

(前事業年度) (自 平成18年4月1日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注)１ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

   ２ １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 466.18円 545.16円 510.00円

１株当たり中間(当期)純利益 51.30円 40.17円 100.12円

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 894,198 699,778 1,744,914

普通株主に帰属しない金額
（千円）

― ― ―

普通株式に係る中間（当期）
純利益（千円）

894,198 699,778 1,744,914

普通株式の期中平均株式数
（株）

17,428,301 17,422,102 17,426,504



（重要な後発事象） 

(前中間会計期間) (自 平成18年4月1日 至 平成18年９月30日) 

当社は、平成18年10月26日開催の取締役会において、平成19年３月31日に株式交換により大阪製 

鐵株式会社の完全子会社となることを決議し、同日、株式交換契約を締結いたしました。  

（１）株式交換の目的  

 両社の主要分野である国内一般形鋼マーケットは、建設需要の落込みから今後も縮小し、海外か 

らの輸入材の影響を含め競争が一層激化するものと見込まれます。このような状況に適切に対応し 

持続的な成長を実現するため、株式交換による企業再編を行い、いかなる環境にも対応できる経営 

基盤の確立を目指すものであります。  

 生産・販売基盤の異なる両社をグループとして一体運営することにより、技術力をはじめとする 

経営資源の一層の有効活用と、生産・販売・物流面の最適化を図ります。具体的には、関東・関西 

の両拠点をフル活用し、物流コストを中心としたコスト競争力および生産対応力を強化します。両 

社の強みを結集し、より一層の効率経営とお客様ニーズへの適切な対応を通じて、事業競争力の強 

化と企業価値の増大に努めてまいります。  

（２）株式交換の条件等    

 ①株式交換の日程  

   平成18年10月26日  

   株式交換契約承認取締役会  

   株式交換契約の締結  

   平成19年2月22日（予定）  

   株式交換契約承認臨時株主総会     

  平成19年3月27日（予定）  

   ジャスダック証券取引所 上場廃止  

   平成19年3月31日（予定）  

   株式交換期日  

  ②株式交換比率  

 
  ③新株予約権または新株予約権付社債の取扱い  

   東京鋼鐵は、新株予約権または新株予約権付社債を発行しておりません。  

  ④上場に関する事項  

株式交換において完全子会社となる東京鋼鐵は、平成19年3月27日をもってジャスダック証券取

引所の上場を廃止する予定です。  

  ⑤その他  

本株式交換は、現在実施中の公正取引委員会への事前相談において、独占禁止法上の問題がない

旨の回答が得られることを前提としております。 

（３）大阪製鐵株式会社の概要  

  ①商号  

   大阪製鐵株式会社  

  ②事業内容  

   形鋼、棒鋼等の鋼材及び鋼片並びに鉄鋼加工品の製造販売  

大阪製鐵 東京鋼鐵

(株式交換完全親会社） (株式交換完全子会社）

株式交換比率 1 0.228



  ③本店所在地  

   大阪府大阪市大正区南恩加島一丁目9番3号  

  ④代表者  

   代表取締役社長 望月 志郎  

  ⑤資本金（平成18年3月31日現在）  

   8,769百万円  

(当中間会計期間) (自 平成19年4月1日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

(前事業年度) (自 平成18年4月1日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

第51期（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）中間配当については、平成19年11月9日開催の取

締役会において、平成19年9月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

          ①中間配当金の総額               87,105千円 

          ②1株当たり中間配当金                5円 

          ③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月11日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第50期(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)平成19年６月29日関東財務局長に提出 

  

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度 第50期(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)平成19年10月19日関東財務局長に提出 

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年12月７日

東 京 鋼 鐵 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東京鋼鐵株式会社の平成

18年４月１日から平成19年３月31日までの第50期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中

間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、東京鋼鐵株

式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」を適用しているため、

当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年10月26日開催の取締役会において、平成19年３月31日に株式交換に

より大阪製鐵株式会社の完全子会社となることを決議し、同日、株式交換契約を締結している。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士佐藤幹雄との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋 口 節 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 孫   延 生 

      

佐 藤 公 認 会 計 士 事 務 所 

  

  
  

公認会計士 佐 藤 幹 雄 

      



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成19年12月10日

東 京 鋼 鐵 株 式 会 社 

 取 締 役 会  御 中 

  
 

  
 

   

   

  

 
  

  

 

新 日 本 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  太  田  周  二

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  樋  口  節  夫

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  杉  岡  喜  幸

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている東京鋼鐵株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第51期事業年度の中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東京鋼鐵株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                以 上

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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